














　第 1 章はアジア・太平洋州 12 か国の 19 年間






















GDP 構成因子の違いの大きさから ASEAN と非
ASEAN の補完性・統合メリットを説く十分条件






























































































2012 年のインド自動車生産 328 万台のうち、タタ
は 37 万台の 3 位メーカーにすぎない。マルチ・ス
ズキ（118 万台）と現代（64 万台）で過半数を占
めている。さらにインドからの輸出は 55 万台であ
り、輸出比率はわずかに 16.8％（=55 万台／328 万
台）に過ぎない。加えて、報道によれば、2009 年
7 月に国民車として登場した「ナノ」は、以後 3













性、が眼目となっている。2011 年までの 30 年間
で高度成長を経験した中国では、個人所得は 100
倍にもなった。これを反映してエンゲル係数が低












































































































































日本―モスクワ間を TSR 利用した場合、所要 25 日
間、40ft コンテナ当たり 6,600US ドルに対して、
スエズ運河経由の海上ルート（Deep Sea）では、所
















































































日と業種が不明であり、シンガポール企業 4 社 19
名、中国企業 4 社 14 名である。少ないサンプルの
場合、母集団を反映する統計学上のバイアスの吟
味が必要である。③アンケートは全部で 52 項目で














　マイナーな点であるが、223 ページに 1992 年～
2010 年までの対内投資額が隔年ごとに列挙され、
同様に 224 ページには中国とシンガポールの輸出














264 名、2007 年に中国人経営者 217 名、従業員に










業員数 300 名超（サービス業で 100 名超）であり、
総務省「事業所・企業統計調査」によれば、雇用
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の国であり、社会主義的資本
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主義
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ではない。では、どうすればよいか。従業員
規模での大企業と中小企業に区分して検討するこ
と、中国データでは、会社法企業と非会社法企業
（国営企業）の違いの有無などの検討が必要と思わ
れる。
　全体的に言えることは、記述統計による手法だ
けでなく、せっかくの調査データに含まれている
情報を積極的に活用するためにも日中双方データ
での因子分析などの数理統計の手法による分析を
是非推し進めていただきたいと思う。それらによ
り、表面的な結果に埋もれてしまっている真の情
報が析出され、「新たな発見」が必ずもたらされる
と確信している。とはいえ、何年にも渡り、この
分野に携わっている著者の学問的情熱と努力は、
これらの指摘にもかかわらず、本文から十分伝わっ
てくるし、学問的な価値があることは認められる
ことは言うまでもない。
　以上、第 10 章までみてきた。「アジアにおける
市場性と産業競争力」について、「国・産業・企
業」の各レベル、そして「経済・市場・産業」、「消
費・流通・物流」、「企業戦略と人的資源管理」と
いった切り口から相互に依存するネットワーク構
造に至るまで、縦横無尽に 21 世紀の様相を論じて
藤澤武史編著
「アジアにおける市場性と産業競争力」
日本評論社（2013 年）
－ 89 －
藤澤武史編著『アジアにおける市場性と産業競争力』（関西学院大学産研叢書 36）日本評論社　2013
いる。しかも執筆陣の全員が、統計・アンケート・
フィールドワークなどによって、それぞれの難し
い問題を説き起こそうと必死に学問的な葛藤と闘っ
た末の労作である。是非、一読をお勧めしたい書
物である。
